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2.2.2 地方自治法 180 条の 7 






















































3.3.4 著作権法 31 条 1 項 















4.2 少年法 61 条の性質 
4.2.1 図書館と少年法 
4.2.2 少年法 61 条と少年事件報道 


































































図書館法（昭和 25 年法律第 118 号）は、直接に図書館を規律するものであり、その在り方を考え
る上で根幹をなす、図書館の法的環境の中心である。しかし、法的環境をより正確に理解するには、
図書館や図書館サービスへ影響を及ぼし得る、周辺の法令をも交えて考察する必要がある。そこで、
                             
1 http://www.mext.go.jp/component/b_menu/shingi/toushin/__icsFiles/afieldfile/2009/09/16/






















                             
2 塩見昇・山口源治郎編著『新図書館法と現代の図書館』日本図書館協会 2009 年 
3 鑓水三千男『図書館と法 図書館の諸問題への法的アプローチ』日本図書館協会 2009 年 
4 後藤敏行『図書館の法令と政策[2016 年増補版]』樹村房 2016 年 
5 鑓水 前掲 3 p.280 
6 後藤 前掲 4 p.4 
7 横山道子「教育行政法と図書館」塩見・山口 前掲 2 p.37-52 結論として、教育委員会が図書館
行政を担う意義は「安定性・中立性の確保、民意反映と専門性発揮の機会の保証」(p.49)にあると
している。 
8 山口源治郎「図書館の条例・規則」塩見・山口 前掲 2 p.309-310 
9 安藤友張編著『図書館制度・経営論 ―ライブラリー・マネジメントの現在―』ミネルヴァ書房 2
013 年 p.14-15 
10 荒井文昭「教育委員会の独立性原則をめぐる課題」月刊社会教育 45 号 10 号 2001 年 p.15-20、














                             
11 佐藤智子「中核市における教育行政組織機構の再編と公民館の位置づけ ―愛知県豊田市を事例
として―」東京大学大学院教育学研究科紀要 49 巻 2009 年 p.149-159、同「社会教育における教育
委員会制度の意義と課題 ―出雲市の教育行政組織改革を事例として―」教育学論集 53 号 2011 年 
p.101-120 
12 背戸博史「地方分権下における社会教育行政の現状と課題 ―事例に見る変動の諸相―」琉球大
学生涯学習教育研究センター研究紀要 3号 2009 年 p.69-78 
13 日本図書館協会『中小都市における公共図書館の運営』日本図書館協会 1963 年 p.200 
14 波多野宏之「町村立図書館の設置促進をめぐって―文献紹介」図書館雑誌 75 巻 10 号 1981 年 p.
636-637 
15 図書館問題研究会編著『まちの図書館 ―北海道のある自治体の挑戦―』日本図書館協会 1981 年
 p.262-269、糸賀雅児「図書館未設置町村解消のための方策 ―組合立図書館の可能性をめぐって




学編 47 号 2015 年 p.15-27、水沼友宏「公立図書館における指定管理者制度導入館と直営館の現況
比較 : レファレンスサービスを中心として」日本図書館情報学会誌 62 巻 4 号 2016 年 p.221-24
1、赤山みほ「公立図書館における指定管理者の選考プロセスの実態調査」同 p.242-254 など。 
18 安藤友張「指定管理者制度と公立図書館 : 現状と課題」同志社大学図書館学年報 38 号 2012 年 
p.30-57、千錫烈「公立図書館における指定管理者制度導入の課題 : 短期的利益と長期的利益の比
較衡量の視点から」関東学院大学人文学会紀要 134 号 2016 年 p.1-41 など。 
19 松井茂記『図書館と表現の自由』岩波書店 2013 年 
20 松田浩「判批」法学セミナー 612 号 2005 年 p.124、中川律「判研」季刊教育法 149 号 2006 年



















                             
「公的な場」の「公正」」図書館界 58 巻 3 号 2006 年 p.154-163、松井直之「判研」横浜国際経済
法学 15 巻 1 号 2006 年 p.131-158、杉並重雄「判解」法曹時報 60 巻 4 号 2008 年、清水晴生「判
研」白鷗大学法科大学院紀要 3 号 2009 年 p.419-428、蟻川恒正「プロト・ディシプリンとしての
読むこと 憲法 第 12 回 綜合演習」法学セミナー 676 号 2011 年 p.84-91、窪田充見「書籍の廃棄
と著作者の人格的利益」『著作権判例百選 第 5版（別冊ジュリスト 231）』有斐閣 2016 年 p.104-1
05 ほか。 
21 福井佑介「「公的な場」とパブリック・フォーラム論との関係性について : 図書館資料著作者の
権利性の視点から」京都大学生涯教育学・図書館情報学研究 10 号 2011 年 p.101-120 
22 大場博幸「公立図書館と「表現の自由」との法的関係：憲法上の根拠の喪失」日本図書館情報学
会誌 61 巻 2 号 2015 年 p.65-81 
23 日本図書館協会「加害少年推知記事の扱い(提供)について」http://www.jla.or.jp/portals/0/h
tml/jiyu/syonenhou.html 
24 田島泰彦「少年事件報道と図書館の自由」現代の図書館 37 巻 3 号 1999 年 p.199-208 
25 松井 前掲 19 p.159-169 
26 松本克美「名誉・プライバシー侵害図書の閲覧制限措置請求権について」早稲田法学 74 巻 3 号







































自治法 180 条の 5 第 1 項から 3 項にかけて列挙されている。教育は政治的中立性が要求される事務
である。したがって、執行機関の多元主義に則り、行政委員会を設けることとなる（180 条の 5 第 1
項 1号）。 
教育委員会をはじめとする各行政委員会は、首長から独立して事務を執行するものとされている
ものの、首長の所轄の下で一体的な行政運営を行わなければならない（地方自治法 138 条の 3 第 2
項）ことから、執行機関間の調整に関することは首長が行う（同 138 条の 3 第 3項、238 条の 2第 1
項など）。また、地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和 31 年法律第 162 号 以下、地方教
育行政法）の規定により、教育委員会は、原則として27教育長と 4名の委員から構成され（3条）、そ
れぞれ議会の同意を得たのち、首長が任命する（4条 1項および 2項）こととされている。 
2015（平成 27）年 4 月より以前は、委員の互選による委員長が教育委員会を代表し、そして教育







長は事務の執行をつかさどり、教育委員会の任命によって就任するとされていた（旧 12 条 1 項、16













2007（平成 19）年、地方教育行政法改正法（平成 19 年法律第 97 号）によって、それまで教育委
員会が担うとされていたスポーツ・文化に関する事務を、首長が管理執行できるとする職務権限の特







                             



























6 団体、図書館数にして 136 館である32。2016（平成 28）年時点で、公立図書館を設置している地方
                             
30 市町村の合併の特例に関する法律（平成 16 年法律第 59 号）における‘合併特例区’も特別地方
公共団体であるとされる（同法 27 条）が、設置期間に定めがある（31 条 2 項）ように、市町村合
併に伴う経過措置という性質を有するものであるため、本論文では言及しない。なお、合併特例区
は公の施設について設置管理をすることができる（48 条 1 項）。 
31 松本英昭『要説 地方自治法 第八次改訂版』ぎょうせい 2013 年 p.790 
32 文部科学省「社会教育調査 - 平成 27 年度 統計表 図書館調査」 
14 
 














用について定めた法律も、教育委員会が設置管理することを想定している（教育基本法 12 条 2 項、
社会教育法 5 条 4 号、6 条 1 号、9 条）にもかかわらず、一部の地方公共団体では首長部局が図書館
                             
33 http://www.jla.or.jp/Portals/0/data/iinkai/図書館調査事業委員会/toukei/公共集計%202016
r2%200424.pdf 
34 文部科学省 前掲 32 によれば指定管理者制度導入館は 516 館。 
35 文部科学省「社会教育調査 - 平成 27 年度 統計表 博物館調査（博物館）」および「社会教育調
査 - 平成 27 年度 統計表 博物館調査（博物館類似施設）」によれば、公立博物館相当施設・同類似
施設 3707 館のうち、首長所管のものは 1334 館。前回調査（平成 23 年度）時点では、3679 館のう
ち、首長所管のものは 1228 館であったことからも増加傾向にあることが推測される。 
36 総務省自治行政局市町村課「地方公共団体間の事務の共同処理の状況調の概要（平成 28 年 7 月 1
日現在）」http://www.soumu.go.jp/main_content/000454692.pdf 




設置及び管理に関する条例（平成 24 年 3 月 23 日 条例第 16 号）」）。 








方公共団体は、地方自治法 180 条の 7と、地方教育行政法 23 条のいずれかの方法を採ることとなる。 
執行機関は、権限に属する事務に関する規則（首長の場合）、あるいは規則その他の規程（行政委
員会の場合）を定めることが認められている（地方自治法 15 条 1 項、138 条の 4第 2項）39。執行機
関の有する権能であり、その制定について、議会による議決を必要としないが、議決を必要とする条
例と同様に、住民に権利義務を生じさせる法規的性質を有するもの、あるいは行政の内部を規律する






ばならず（158 条 1 項）、その詳細も規則によって定められる43ことがほとんどであることから、何ら
かの条例・規則の存在によって、事務の移管は明らかにされているといえる。 
                             
39 なお、行政委員会による‘規則その他の規程’は法律の根拠が必要である。教育委員会の場合、
地方教育行政法 14 条 1 項が法律上の根拠となる。また、‘規則その他の規程’は条例・首長の定め
る規則に反してはならない。 
40 松本 前掲 31 p.316 
41 例えば、東京都府中市「府中市教育委員会の権限に属する事務の委任及び補助執行に係る規則
（平成 20 年 3 月 4日 教育委員会規則第 2号）」（http://www1.g-reiki.net/city.fuchu.tokyo/reik
i_honbun/g130RG00000661.html） 








 一方、地方教育行政法 23 条の場合は、法律で定められている事項の変更であるため、条例の制定
を求めている。地方自治法 180 条の 7 と比べ、より民主的な手続を踏まなければならないこととな
る。当然、規則等による本条の適用は認められない。 
 
2.2.2 地方自治法 180 条の 7 




職員をして補助執行……させることができる……。」となっている。同法 180 条の 2 には、首長の事











を行使し、対外的な効果を生じさせる委任や代理（152 条、153 条 1 項）46とは性質が異なる。なお、
代理について、移管に沿ってみる場合、地方自治法における代理は、首長が職務を行うことができな
                             
44 金子宏 新堂幸司 平井宜雄編集代表『法律学小辞典 第 4版補訂版』有斐閣 2008 年 p.306 








 180 条の 2、180 条の 7 は、1952（昭和 27）年の地方自治法第 9 次改正（地方自治法の一部を改正
する法律 昭和 27 年法律第 306 号）において、「普通地方公共団体の長と他の執行機関、各種の委員



















                             

























最終的に、2007（平成 19）年 3 月「教育基本法の改正を受けて緊急に必要とされる教育制度の改正























要な地方教育行政法 23 条よりも手続が簡便であると判断した場合などが考えられる。 
 
（2）委任 
                             
52 中央教育審議会「教育基本法の改正を受けて緊急に必要とされる教育制度の改正について（答
申）」http://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chukyo/chukyo0/toushin/07031215.htm 





54 島根県出雲市は、地方教育行政法改正前の 2001 年より、公民館や図書館、スポーツなど、社会
教育に関する事務を補助執行させている。その後も組織改革は行われているが、2018 年 1 月現在も
これらの事務は補助執行によって首長部局の職員が処理している。「出雲市教育委員会基本規則 (平




























                             




















地方自治法 1 条の 3 第 3 項に定められる特別地方公共団体のひとつである‘地方公共団体の組合’
には、一部事務組合と広域連合がある。かつての地方自治法には、すべての執行機関が権限を有する
すべての事務を共同で処理する役場事務組合（旧 284 条 6 項）や、議会をも含めた地方公共団体の事





務大臣、あるいは都道府県知事の許可が必要とされる（地方自治法 284 条 2 項）。共同処理する事務
や、執行機関の組織などは規約によって定められていなければならず（287 条 1 項）、規約や構成団
                             
59 「奈良県教育委員会の職務権限に属する事務の管理及び執行の特例に関する条例（平成 20 年 3
月 25 日 奈良県条例第 46 号）」http://www.pref.nara.jp/somu-so/jourei/reiki_honbun/k401RG000
01163.html 同条例の附則において図書館の設置条例を改正していることからも、本条に基づいて移
管していることが分かる。 
60 「奈良県立図書情報館管理運営規則（平成 20 年 3 月 31 日 奈良県規則第 55 号）」（http://www.p
ref.nara.jp/somu-so/jourei/reiki_honbun/k401RG00001169.html）参照。また、承認については
「奈良県立図書情報館条例（平成 17 年 3 月 29 日 奈良県条例第 49 号）」第 3条「情報館の別表に掲
げる施設、設備等を使用しようとする者は、知事の承認を受けなければならない。」など。http://w
ww.pref.nara.jp/somu-so/jourei/reiki_honbun/k401RG00001076.html 参照。 














総務省の調査66では、2016 年 7 月の時点で、一部事務組合は全国に 1493 団体が設置されている。
事務の種類別にみると、環境衛生に関する事務が 1310 件（複数の事務を処理する組合も事務ごとに
カウントするため重複あり）と最も多く処理されており、とりわけごみ処理（406 件）、し尿処理（3
37 件）が目立つ。次いで、消防（270 件）や救急（271 件）などの防災が 821 件、医療や福祉サービ
スなど、事務が多岐にわたる厚生福祉が 687 件となっている。教育に関する事務の処理件数は 139 件





                             
62 松本英昭『新版 逐条地方自治法 第 7次改訂版』学陽書房 2013 年 p.1505 
63 同上 p.1507 
64 松本 前掲 62 では、「目的、事業内容、地域、対象など何らかの意味で共通点があるもの」と例
示した上で、「市町村の自主的判断に委ねられている（p.1513）」としている。 
65 同上 p.1513 












務配分や規約の変更を要請することが可能となっていること（291 条の 2 第 4 項・5 項、291 条の 3
第 7 項）や、当該区域の住民による直接請求の規定（291 条の 6）が設けられていることなど、これ
までの組合とは異なる性質を有するものでもある。 
 2016（平成 28）年 7 月時点では、全国に 116 の広域連合が存在し、特に厚生福祉に関する事務が





政法上にも、それを想定した規定があり（2 条、3 条、60 条）、組合設置に際しては、教育委員会の
意見を聴かなければならない（60 条 4 項）などとされている。教育委員会のすべての事務を組合で
処理するとした場合、組合内に教育委員会を設置しなければならず（同 60 条 1 項）、また、上述した
ように、構成団体に固有の教育委員会は消滅する70。 
組合は、地方自治法施行以前に地方政府について定めていた市制町村制（明治 21 年 4 月 17 日法律
第 1号）においても存在していた制度である71が、図書館の設置に関しては積極的に活用されてきた
                             
67 松本 前掲 62 p.1508 
68 同上 
69 総務省自治行政局市町村課 前掲 66 
70 松本 前掲 62 p.1507,1511 
71 松本 前掲 62 p.1504 
24 
 










2.3.3 機関等の共同設置  






                             
 なお、市制町村制中、町村制の第 6章（116～118 条）が町村組合についての規定である。116 条
1 項には「數町村ノ事務ヲ共同處分スル爲メ其協議ニ依リ監督官廳ノ許可ヲ得テ其町村ノ組合ヲ設
クルコトヲ得」とあるように、当時の規定を現在まで引き継いでいることがわかる。現在の規定に
おける知事・総務大臣にあたる「監督官廳」は、郡長・府縣知事・內務大臣（119 条 1 項）であ
る。現在、国と地方公共団体、地方公共団体間の関係はすべて対等と捉えられており、「監督官廳」
は存在しない。 
72 西崎恵『図書館法（復刻版）』日本図書館協会 1970 年 p.130-133 
73 日本図書館協会 前掲 13 p.200 
74 滝沢義雄「「ともしび号」は地域住民に直結しています 和賀中部行政事務組合図書館（岩手県・
北上市，和賀町，江釣子村）」図書館雑誌 69 巻 12 号 p.528-529 など。 
75 「上田地域広域連合」http://www.area.ueda.nagano.jp/ 
76 「上田地域広域連合規約（平成 10 年 3 月 31 日 長野県指令 9地第 1289 号）」（http://www.area.





要がある（地方自治法 252 条の 7 第 1 項）。教育委員の選任方法は規約で定めるが、基本的には規約
















                             
77 文部科学省「地方教育行政の組織及び運営に関する法律の一部を改正する法律について（通知）
（19 文科初第 535 号 平成 19 年 7 月 31 日）」http://www.mext.go.jp/b_menu/hakusho/nc/0708170
6.htm 
78 総務省自治行政局市町村課 前掲 66 
79 小川正人『市町村の教育改革が学校を変える』岩波書店 2006 年 p.22 





























                             
議録検索システム http://giji.city.izumo.shimane.jp/izumo/index.html 
81 佐藤(2009) 前掲 11、背戸 前掲 12。例えば背戸 p.72 において取り上げられている花巻市は、公
民館を‘振興センター’と改称した上で、生涯学習事業と並び、地域づくりの支援なども行ってい
る。「花巻市振興センター条例（平成 18 年 12 月 19 日条例第 312 号）」https://www3.e-reikinet.jp
/hanamaki/d1w_reiki/418901010312000000MH/418901010312000000MH/418901010312000000MH.html  
82 教育刷新委員会第 16 階総会議事速記録より、内務次官飯沼一省の答弁。日本近代教育史料研究















権利宣言（Library Bill of Rights）」83の前文において、図書館を‘情報と思想のひろば（forums 











                             
83 「Library Bill of Rights」http://www.ala.org/advocacy/intfreedom/librarybill 


























                             
























                             
87 例として、鳥取県立図書館における主なビジネス支援は、下記 PDF 参照。 
http://www.library.pref.tottori.jp/ct/other000003100/businesstirashi01.pdf 
http://www.library.pref.tottori.jp/ct/other000003100/businesstirasi02.pdf 
88 「特集２ 図書館のビジネス支援 軽量シャッター補強材の製造販売を事業化（産学官連携ジャー
ナル）」https://sangakukan.jp/journal/journal_contents/2010/04/articles/1004-03-2/1004-03-
2_article.html 






























0）年に社会教育法等の一部を改正する法律（平成 20 年法律第 59 号）によって、後から追加された
規定である。2006（平成 18）年の教育基本法の全面改正に起因するものであり92、特に、12 条 2 項
                             
91 笹井宏益「首長部局と教育委員会との権限分担の弾力化は社会教育の活性化につながったか」社
会教育 64 巻 10 号 2009 年 p.22-27 
92 「社会教育法等の一部を改正する法律等の施行について（平成 20 年 6 月 11 日 各都道府県教育























                             
93 久野和子「新しい批判的図書館研究としての「場としての図書館」（"Library as Place”）研究
―その方法論を中心にした考察」図書館界 66 巻 4 号 2014 年 p.268。なお、地域の交流とは別に、
「知識、文化、文明を保存する場所としての図書館の価値」を主張するものもある（Frieda Weise 
“Being there: the library as place” 92(1) Journal of the Medical Library Association (2
004) pp.9-10）が、デジタル・ライブラリーへの対抗という視点からこの概念を捉えるならば、交
流の場、あるいは実用の場としての有用性を認めることの方が重要であるように思われる。 
94 久野和子「「第三の場」（third places）としての図書館」図書館界 66 巻 2 号 2014 年 p.98-99 
95 Barbara H. Clubb “Public libraries”, Marcia J. Bates, Mary Niles Maack, eds., Encycl
opedia of Library and Information Sciences, Third Edition, Vol.Ⅵ (Boca Raton, FL: CRC Pr



























                             
職、健康保険・社会保障の申込みなどエンゲージメントのための空間をとりあげるものに Richard 
E. Rubin, Foundations of Library and Information Science, Fourth edition (UK edition, Lon
don: Facet Publishing, 2016) pp.221-223 がある。 


























                             
98 日本図書館協会 前掲 13 p.200 
99 糸賀 前掲 15 p.142 
100 高島涼子「アメリカ合衆国におけるカウンティ・ライブラリーの発展」北陸学院短期大学紀要 2

























                             
101 「図書館情報ネットワーク」（上田地域広域連合）http://www.area.ueda.nagano.jp/?page_id=5
1  
102 John D. Henderson “COUNTY LIBRARIES”, Allen Kent, Harold Lancour, eds., Encyclopedia 
of Library and Information Science, Volume.6 (New York, NY: Marcel Dekker, Inc., 1971) 
p.261、Ray Prytherch, comp., Harrod’s librarians’ glossary and refaerence book, Tenth 















































 地方教育行政法が制定される 1956（昭和 31）年以前に、教育委員会について規定していた教育委
員会法（昭和 23 年 7 月 15 日法律第 170 号）では、職員配置や委員の報酬、教育目的の財産に関する
議案は教育委員会が原案を作成し、首長に送付するとしていた（61 条）104ほか、予算編成についての








                             
103 例えば和泉市など。「和泉市長の権限に属する事務の補助執行に関する規程（平成 4年 3月 25 日

























                             
106 松本 前掲 31 p.330 
107 「戦後自治史Ⅹ（六・三および教育委員会制度の発足と改革）」地方自治研究資料センター編
『戦後自治史 第五巻』文生書院 1977 年 
108 文部科学省「教育委員会制度について」http://www.mext.go.jp/a_menu/chihou/05071301.htm 
109 第 2 回国会 文教委員会 第 12 号（昭和 23 年 6 月 19 日）文部大臣森戸辰男による趣旨説明よ
り。http://kokkai.ndl.go.jp/SENTAKU/syugiin/002/0462/00206190462012a.html（国会会議録検索
システム） 
110「日本における教育改革の進展」文部時報 880 号 1950 年 p.73 
111 解職請求のみ地方教育行政法に定めがあるが（8条）、請求に必要な署名数は、地方自治法 86 条
の、主要公務員の解職と同数であり、他の諸規定も、地方自治法を準用するとしている。 
112 解職請求ができない期間は、副知事など首長の補助機関の、就職及び解職請求についての議決の
日から 1年間（地方自治法 88 条 1 項）に対し、就職及び解職請求についての議決の日から 6か月
（地方教育行政法 8条 2項、地方自治法 88 条 2 項）となっているという違いはある。 
113 市川昭午「分権改革と教育委員会制度」西尾勝・小川正人編著『分権改革と教育行政～教育委員






















                             
114 安藤 前掲 9 p.15 
115 図書館問題研究会東京支部『この町・村にも図書館の灯を！』1981 年 p.47-49 など 
116 松本 前掲 62 p.1503 
117 同上 p.1503-1504。一部事務組合の管理者に対して住民訴訟を行ったものとして、最判平成 1年
9月 5日集民第 157 号 419 頁、最判平成 1年 10 月 3 日集民第 158 号 1 頁。 




120 文部科学省 前掲 108 

















015（平成 27）年 10 月時点で、指定管理者制度を導入している図書館は 516 館であり、全体のおよ
そ 15.5 パーセントである122。一方で、新たに同制度を導入する図書館は、毎年数十館単位で増加し
ており123、一部で直営に戻す動きはあるものの、今後もこの傾向は続くものと考えられる。 




                             
一の政党に所属することとなつてはならない。」 
122 文部科学省 前掲 32 を基に算出。 
123 日本図書館協会図書館政策企画委員会「図書館における指定管理者制度の導入等について 2016
年調査（報告）」（http://www.jla.or.jp/Portals/0/images/committe/torikumi/sitei2016.pdf）に
よれば、導入館数は、2014 年度は 36 館、2015 年度は 46 館であり、2016 年度に導入予定の図書館












 指定管理者制度は、地方自治法 244 条の 2 第 3 項以下に定められる制度であり、「公の施設の設置
の目的を効果的に達成するため必要があると認めるときは、」自治体が指定する団体に「当該公の施
設の管理を行わせることができる」（3項）とするものである。‘公の施設’とは、「住民の福祉を増進











と（6 項）、指定管理者への調査や指示、業務停止や指定取り消しなどができること（10 項・11 項）
                             
125 http://www.jla.or.jp/demand/tabid/78/Default.aspx?itemid=2990 




























                             




131 衆議院 予算委員会第三分科会 1986 年 3 月 6 日 















ある。2004（平成 16）年 4 月に地域資料デジタル化研究会が指定管理者となった。同団体は特定非
営利活動法人（NPO 法人）である。2015 年度時点で、NPO 法人が指定管理者となっている図書館は、







                             
133 総務省「片山総務大臣閣議後記者会見の概要」2011 年 1 月 5日 http://www.soumu.go.jp/menu_n
ews/kaiken/02koho01_03000154.html 片山は鳥取県知事時代にも、公述人として出席した行政改革
に関する特別委員会鳥取地方公聴会（2006 年 5 月 16 日）において同様の発言を行っている。 
134 日本図書館協会 前掲 16 
135 桑原芳哉「公立図書館における指定管理者制度導入の現状：昨年度からの変化と事業者に関する
特徴」尚絅大学研究紀要 人文・社会科学編 48 号 2016 年 p.17 
136 同上 p.22 
























                             
138 カルチュア・コンビニエンス・クラブ株式会社 図書館カンパニー「武雄市図書館・歴史資料館 
3 ヶ月間の来館者数が一昨年の 1年間分にあたる 26 万人突破」2013 年 7 月 9日 http://www.ccc.c
o.jp/news/2013/20130709_003643.html 
139 桑原 前掲 135 p.18 
140 南亮一「《座標》 そろそろ，冷静な「武雄市図書館論」を！」図書館界 66 巻 1 号 2014 年 p.1 
141 ITmedia ビジネスオンライン「小牧市“TSUTAYA”図書館、白紙撤回へ CCC が契約解消の方針


























                             
142 日本経済新聞 プラスワン「公立図書館の運営に書店が相次ぎ参入 その理由は」2012 年 10 月 1




















2015（平成 27）年 4 月時点の調査145では、指定管理者の選定基準としているものとして、施設の







                             
143 特定非営利活動法人 地域資料デジタル化研究会 http://www.digi-ken.org/vision.html 
144 NPO 法人 本と人とをつなぐ「そらまめの会」編著『私たち図書館やってます！―指定管理者制
度の波を越えて』南方新社 2011 年 p.70-73 

























                             
146 総務省「公の施設の指定管理者制度について」http://www.soumu.go.jp/main_content/00008882
1.pdf 
147 柳与志夫『千代田図書館とは何か』ポット出版 2010 年 p.97 
148 同上 p.102 
149 朝日新聞デジタル（佐藤英彬・滝沢隆史）「「ツタヤ図書館」地方になぜモテる？ ５市が計画・











































指定管理者となっている NPO 法人について言えば、地域資料デジタル化研究会は 4 期目を迎え、201
3（平成 25）年 4 月から 2018（平成 30）年 3 月までの 5 年間が定められている152ほか、本と人とを
つなぐ「そらまめの会」についても、第 1期（3年）後の公募に応募したのが同団体のみだったこと






定管理者から直営に戻した例が 3 例、第 1 期終了後、NPO 法人から他の事業者（他の NPO 法人を含
                             
150 日本図書館協会 前掲 16 p.4 でも指摘されている。 
151 総務省 前掲 145 
152 山中湖情報創造館ウェブサイト（http://www.lib-yamanakako.jp/）トップページに記載されて
いる。 
153 NPO 法人 本と人とをつなぐ「そらまめの会」 前掲 144 p.74 
154 指宿市「指定管理者導入施設一覧」http://www.city.ibusuki.lg.jp/main/shisei/kokyo/kokyo/
page011212.html 
155 桑原 前掲 135 p.24 
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156 同上 p.20 および 21 
157 NPO 法人 本と人とをつなぐ「そらまめの会」 前掲 144 p.74 
158 一般財団法人地域総合整備財団「平成 26 年度 指定管理者実務研究会 報告書 指定管理者制度
による新たな事業価値の創造」http://shitekan.furusato-ppp.jp/wp-content/uploads/2014/08/平
成 26 年度指定管理者実務研究会報告書.pdf p.54 
159 永利和則「指定管理者制度の現場にいたから書ける、これからの図書館に思うこと」みんなの図
書館 469 号 2016 年 p.30 
160 安藤 前掲 9 p.91 


























                             
162 出井信夫・吉原康和『最新事例 指定管理者制度の現場』学陽書房 2006 年 p.48-49 
163 城塚健之『官製ワーキングプアを生んだ公共サービス「改革」』自治体研究社 2008 年 p.184 






















                             
165 森耕一編『図書館法を読む 補訂版』日本図書館協会 1995 年 p.265 
166 「和泉市立図書館条例（平成 22 年 6 月 25 日 条例第 21 号）」を例とすれば、その第 1条に「図
書館法(昭和 25 年法律第 118 号)第 10 条の規定により……、本市に図書館を設置し、必要に応じて
自動車文庫を置くことができる。」 
167 西崎 前掲 72 p.48 























を同じくするものとして、1966 年の国連総会で採択された国際人権規約（1976 年発効、日本は 1979







                             
169 http://www.jla.or.jp/library/gudeline/tabid/232/Default.aspx 
170 日本図書館協会図書館の自由委員会編『図書館の自由に関する事例 33 選』日本図書館協会 1997
















憲法 21 条 2 項175が挙げられる。同項前段には、「検閲は、これをしてはならない。」と定められてお
り、検閲を明確に否定する条文である。また、検閲の対象は思想内容に限らず、表現内容一般と解さ
れる176。 
第 2 宣言の 4項「図書館の企画する集会や行事等が、個人・組織・団体からの圧力や干渉によって
ゆがめられてはならない。」も、表現行為に対する介入の否定であり、検閲の否定に類似するもので
                             
172 東京地判平成 15 年 9 月 9日民集 59 巻 6 号 1579 頁 
173 最判昭和 59 年 12 月 12 日民集 38 巻 12 号 1308 頁 
174 芦部信喜 高橋和之補訂『憲法 第六版〔電子書籍版〕』岩波書店 2015 年（Kindle 版 ロケーショ
ン 4129/10549 以下）。この、検閲の主体を行政に限定せず、表現規制のタイミングを区別しない
‘広義説’に対して、行政権による表現内容の事前の審査と抑制を検閲とするものを‘狭義説’と
いう。狭義説の場合、検閲に当たらない表現規制は 21 条 1 項の問題であり、絶対的禁止の検閲に対
し、例外が認められるものとされる。現在の多数説は狭義説である。佐藤幸治『日本国憲法論』成
文堂 2011 年 p.256-257、野中俊彦 中村睦男 高橋和之 高見勝利『憲法Ⅰ 第５版』有斐閣 2012 年
 p.357-358、鈴木秀美「表現の自由と事前差止（名誉棄損）」小山剛・駒村圭吾編『論点探究 憲法 
第 2版』弘文堂 2013 年 p.162-163 参照。 
175 日本国憲法 21 条 2 項「検閲は、これをしてはならない。通信の秘密は、これを侵してはならな
い。」 
176 芦部 高橋補訂 前掲 174 
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おいて、憲法 21 条 1 項の表現の自由と、そこから導かれる表現を受け取る権利、すなわち知る権利
に強く関わるものである。 
 図書館の集会室等は、「自主的な学習や創造を援助する」場所と定義されている（第２宣言 3 項）。
したがって、施設提供の公平性は、表現の自由との関わりが深いが、公立の施設という性質から、直
接に、公の施設の利用について定めた地方自治法 244 条 2 項、同条 3項180に定められるところと見る
                             
177 日本国憲法 21 条 1 項「集会、結社及び言論、出版その他一切の表現の自由は、これを保障す
る。」 
178 日本図書館協会図書館の自由委員会編『「図書館の自由に関する宣言 1979 年改訂」解説 第 2































                             
181 日本国憲法 14 条 1 項「すべて国民は、法の下に平等であつて、人種、信条、性別、社会的身分
又は門地により、政治的、経済的又は社会的関係において、差別されない。」 
182 日本図書館協会図書館の自由委員会編 前掲 178 p.34 
183 日本国憲法 13 条「すべて国民は、個人として尊重される。生命、自由及び幸福追求に対する国
民の権利については、公共の福祉に反しない限り、立法その他の国政の上で、最大の尊重を必要と
する。」 


























                             
185 但し、国立国会図書館に限り、原本の滅失等を避ける、または絶版等の資料を自動公衆送信（イ
ンターネット上での公開など）する目的で電磁的記録を作成する場合、当該著作物を記録媒体に記






とは、いずれの場合にも共通である（同令 1条の 3第 1項柱書、著作権法施行規則 1条の 3）。 
 
3.3.5 著作権法 37 条、37 条の 2 
 著作権法では、視覚障害者の利用に供するために、既存の著作物を点字図書・録音図書として作成
すること（複製にあたる）や、聴覚障害者のための音声の字幕処理などのための複製についても、著




の図書館（司書等が置かれているものに限る。）」という規定があり（2 条 1 項 1 号ホ、２条の２第 1
項２号イ(3)）、図書館187は、これらの資料の作成・送信が可能であることが分かる。 
 著作権法 37 条、37 条の 2 は福祉的要素の強い規定であるためか、図書館等での複製を定めた 31
条についての同令 1 条の 3 にみられたような、「図書、記録その他著作物の原作品又は複製物を収集
し、整理し、保存して一般公衆の利用に供する業務を主として行う施設」の規定はない。しかし、当
該複製などにつき、「的確かつ円滑に行うことができる技術的能力、経理的基礎その他の体制を有す
る」と認められれば、文化庁長官による指定を受けることはできる（同令 2条 1項 2号、2条の 2第
1項 2号ロ）。事実、指定を受け、録音図書の作成を行っている、図書館法に基づかない‘図書館’も
存在する188。 
                             
186 半田正夫・松田政行編『著作権法コンメンタール 2 [23 条～90 条の 3]』勁草書房 2009 年 p.16
4-165 （黒澤節男執筆担当） 
187 但し、設置主体が地方公共団体、公益社団法人、公益財団法人に限られる。著作権法施行令 2条
1項 1号柱書、２条の２第 1項２号イ柱書参照。 
188 愛知県図書館は、その設置について独立した条例がなく、条例上は愛知芸術文化センターを構成






















                             





誠出版 2013 年 p.62 参照）。例えば、シンシナティ・ハミルトン郡公共図書館では、7名の委員の
うち、郡政委員が 4名、裁判官が 3名を任命する方式を採っている（「The Public Library of Cinc
innati and Hamilton County Board of Trustees」http://www.cincinnatilibrary.org/info/trust
ees.asp）。一方、イルスリー公共図書館のように、タウンミーティングにおいて選出（elected）さ
れた委員からなる図書館委員会も存在する（「Board of Trustees - Ilsley Public Library」http:
//www.ilsleypubliclibrary.org/about-us/board-of-trustees/）。 
190 Rubin 前掲 96 p.92 
191 Kathryn S. Ames and Greg Heid "The Role of the Library Board of Trustees in the 



















                             





























                             

















































































                             
197 パブリックフォーラムの法理については、紙谷雅子「パブリック・フォーラム」ジュリスト 821
号 1984 年 p.87-92、中林暁生「パブリック・フォーラム」駒村圭吾・鈴木秀美編『表現の自由
Ⅰ』尚学社 2011 年など参照。 
198 460 U.S. 37 (1983)、および 473 U.S. 788 (1985) 
199 John N. Gathegi, “The Public Library as a Public Forum: The (DE)evolution of a Legal 




























                             
200 958 F.2 d. 1242 (1992) 
201 539 U.S. 194 (2003) 判決の詳細は、森脇敦史「図書館に対するフィルタリングの義務づけと今
後のインターネット上における表現規制の態様 : CDA、COPA、CIPA の事例から」阪大法学 53 巻 3・





















                             
202 最判昭和 59 年 12 月 18 日刑集 38 巻 12 号 3026 頁。補足意見において、伊藤正己が比較衡量の要
素として言及している。 
203 最判平成 7年 3月 7日民集 49 巻 3 号 687 頁。本文中の指摘をするものとして、近藤崇晴「判
解」最高裁判所判例解説 民事篇 平成 7年度 (上) p.282,295。 





























                             
206 パブリックフォーラムの事例とすることに理解を示すものとして、駒村圭吾「［基調報告］国家
と文化」ジュリスト 1405 号 2010 年 p.134-146 など。また、図書館におけるパブリックフォーラム




すると考えることはできる。中林 前掲 20 など参照。 
208 著作者や利用者が特定の資料の購入を求める‘資料請求権’に関する問題などがこれにあたる。
資料請求権に関する議論を整理し、パブリックフォーラムとの関係で述べたものとして、大場 前掲

























                             
209 「他の媒体（雑誌、新聞、インターネットなど）を通じても、直接的、間接的にその内容を知る
ことが可能」で、「図書館における閲覧以外に内容を知る方法がないという事実そのものが認められ
ない」として知る権利の侵害を否定した事例として、東京高判平成 14 年 1 月 29 日判例集未登載
（なお、地裁判決（東京地判平成 13 年 9 月 12 日判例集未登載）と併せ、現代の図書館 41 巻 2 号 2




























                             

























                             
211 船橋事件において職責に注目する論稿として、中川 前掲 20 など。 
212 前掲 172、東京高判平成 16 年 3 月 3日民集 59 巻 6 号 1604 頁 
213 蟻川 前掲 210 p.216。職責を対抗手段とするのは、著作者その他の表現行為の主体が、自ら表
現の自由を主張しない場合においても、その表現行為を保障しなければならない場合を想定してい
るためであるとしている。 
214 横大道聡『現代国家における表現の自由 言論市場への国家の積極的関与とその憲法的統制 （憲






















































                             
215 坂田仰「少年の実名報道と少年法 61 条―堺通り魔殺人事件訴訟―」『メディア判例百選（別冊ジ
ュリスト 179 号）』有斐閣 2005 年 p.102-103 
216 松本 前掲 26 p.593 
217 日本図書館協会 前掲 23 
73 
 






ている。犯罪捜査規範（昭和 32 年 7 月 11 日国家公安委員会規則第 2号）209 条の「少年事件につい
て、新聞その他の報道機関に発表する場合においても、当該少年の氏名又は住居を告げ、その他その
者を推知することができるようなことはしてはならない。」がこれに当たる。重ねて、少年警察活動
規則（平成 14 年 9 月 27 日国家公安委員会規則第 20 号）においては、「秘密の保持に留意して、少年




が行われてきた219。1950（昭和 25）年、給与を輸送中の車両を襲撃し、約 190 万円を奪い逃走した山
際啓之(当時 19 歳)と、逃走時に行動を共にしていた藤本佐文(当時 18 歳)は、逮捕前より実名での報
道がなされている220。また、これらの報道について、少年法 61 条違反であるとして最高裁判所事務
総長名で日本新聞協会に対し警告が発せられたとされる221。 
 その後、日本新聞協会は、1958（昭和 28）年に女子生徒が李珍宇(当時 18 歳)に殺害された事件の
報道にあたっての各新聞社の対応が分かれた222ことに対する「報道機関の態度を決める基準を設けよ
                             
218 森田宗一「少年法とその運用 とくに第六一条に関連して」新聞研究 92 号 1959 年 p.30 参照 
219 1950 年から 1998 年までの主要な少年事件の新聞報道の態様については田島泰彦＋神奈川大学田
島ゼミナール「戦後少年事件報道小史」田島泰彦・新倉修 編『少年事件報道と法』日本評論社 199
9 年 p.142-159 にまとめられている。 
220 読売新聞 1950 年 9 月 23 日朝刊、朝日新聞 1950 年 9 月 23 日朝刊、同 25 日朝刊、毎日新聞 1950
年 9 月 24 日朝刊など。 
221 田島泰彦＋神奈川大学田島ゼミナール 前掲 219 p.143 参照。 
222 実名・顔写真等を掲載したものとしては読売新聞、毎日新聞、非掲載のものには朝日新聞（いず










（昭和 35）年に日本社会党委員長の浅沼稲次郎を殺害した山口二矢（当時 17 歳）225や、1961（昭和
36）年に中央公論社社長宅において家政婦を殺害した小森一孝（当時 17 歳）226などは複数の新聞社










                             
223 「“ライフル事件”少年犯の実名報道」新聞研究 170 号 1965 年 p.3-4 
224 http://www.pressnet.or.jp/statement/report/581216_89.html 
225 朝日新聞、読売新聞。毎日新聞（いずれも 1960 年 10 月 12 日夕刊）は逮捕時の記事において横
顔が確認できる写真を掲載しているが実名は公表していない。後に山口が東京少年鑑別所で自殺し
た際には実名で報道している（同年 11 月 3 日朝刊）。 
226 朝日新聞、読売新聞（いずれも 1961 年 2 月 2日夕刊）。毎日新聞は起訴を報じる記事で実名を公
表（1961 年 4 月 1日朝刊）。 
227 朝日新聞、読売新聞（いずれも 1969 年 4 月 7日夕刊）は実名報道。理由として、「類似の事件の
再発を防ぐ」（朝日新聞）、「あと二か月で成人になる」、「類似犯罪防止」（読売新聞）を挙げてい
る。毎日新聞 1969 年 4 月 7日夕刊では、「逮捕されて再犯の恐れがない」として匿名報道であった
























                             
228 「少年法案理由」（森田明 編『日本立法資料全集 19 大正少年法（下）』信山社 1994 年）。‘事
項’の報道を禁じていることは、「非行ノ伝播」の防止をより重視としていたと考えることができ
る。丸山雅夫「少年法六一条の意義」社会と倫理 20 号 2006 年 p.63-79 p.64 参照。 
229 丸山 前掲 228 p.73 参照 
230 最判昭和 41 年 6 月 23 日民集 20 巻 5 号 1118 頁 
231 最判平成 6年 2月 8日民集 48 巻 2 号 149 頁 












大判昭和 51 年 5 月 21 日刑集 30 巻 5 号 615 頁）が、学習権との関係において「国民各自が、一個の
人間として、また、一市民として、成長、発達し、自己の人格を完成、実現するために必要な学習を
する固有の権利を有する」と示したものを 13 条に関連させて捉え直す場合もある235。 
国際準則にみられる少年法 61 条類似の規定は、少年の権利保障を重視していると見ることができ、
61 条における権利保障説を主張する上での基本的な根拠のひとつとなっている。すなわち、児童の
権利に関する条約 6 条 2 項「締約国は、児童の生存及び発達を可能な最大限の範囲において確保す








                             
233 渕野貴生「少年の実名報道をめぐって」自由と正義 66 巻 10 号 2015 年 p.19 
234 守屋克彦・斉藤豊治編集代表『コンメンタール少年法』現代人文社 2012 年 p.621（参照部分は
渕野貴生執筆）、武内謙治『少年法講義』日本評論社 2015 年 p.489-490 など。 
235 本庄武「成長発達権の内実と少年法 61 条における推知報道規制の射程」一橋法学 10 巻 3 号 201

















                             
236 平川宗信「少年推知報道と少年の権利」広瀬健二・多田辰也 編『田宮裕博士追悼論集 上巻』信
山社 2001 年 p.514-515 参照 
237 丸山 前掲 228 p.76、本庄 前掲 235 p.860 参照 
238 渕野貴生「少年事件における推知報道禁止の意義」静岡大学法政研究 5巻 3・4 号 2001 年 p.29
7-335 p.314 参照 
239 服部朗「少年事件報道と人権」新倉修・横山実 編者代表『少年法の展望 澤登俊雄先生古稀祝賀
論文集』現代人文社 2000 年 p.265 参照。 なお、服部は、成長発達権の性質は生存権（憲法 25
条）の側面を併せ持つとする。 
240 武内 前掲 234 p.492 参照 
241 例えば、日本図書館協会図書館の自由に関する調査委員会 編『表現の自由と「図書館の自由」
（図書館と自由 第 16 集）』日本図書館協会 2000 年 では、第Ⅱ章を「神戸児童殺傷事件報道をめ
ぐる図書館の反応」とし、三苫正勝「児童連続殺傷事件の概要と経過」や、前川敦子「『フォーカ
ス』『週刊新潮』の取り扱いに関するアンケート調査」ほか 2篇の論稿を掲載している。 
242 「『フォーカス』（1997.7.9 号）の少年法第 61 条に係わる記事の取り扱いについて（見解）」http:
//www.jla.or.jp/portals/0/html/jiyu/focus.html 



























                             
243 読売新聞 2006 年 9 月 8日朝刊 
244 詳細は 図書館問題研究会図書館の自由委員会「少年犯罪実名事件報道の雑誌・新聞を「検閲」
した図書館」みんなの図書館 358 号 2007 年 p.2-12. 




年（当時 19 歳）は、実名・顔写真を含む記事を執筆したライター、同記事を掲載した雑誌『新潮 4
5』を発行する新潮社らに対し、諸権利を侵害されたとして損害賠償を求める訴訟を提起した。第一

























                             
246 大阪地判平成 11 年 6 月 9日判時 1679 号 54 頁 
247 最判平成 15 年 3 月 14 日民集 57 巻 3 号 229 頁 



























                             
249 丸山 前掲 228 p.74-75 など。 


























                             
251 東京地裁 前掲 209 
252 東大和市立図書館運営規則（昭和 58 年 12 月 27 日 教委規則第 4号）10 条「中央館長は、特に
必要と認めた資料について、その利用方法を制限することができる。」 









とする者、すなわち情報の生産者であるといえる。前身の規定である旧少年法 74 条 2 項において著
者、編集者らに罰則を定めていた点から見ても、この解釈は適当なものであろう。これを踏まえて少












                             
































                             


























































                             
257 半田・松田 前掲 186 p.161（黒澤節男執筆） 
























                             
260 文化審議会著作権分科会法制問題小委員会契約・利用ワーキングチーム「文化審議会著作権分科
会法制問題小委員会契約・利用ワーキングチーム検討結果報告」2006 年 7 月 http://www.mext.g
o.jp/b_menu/shingi/bunka/gijiroku/013/06073103/002.htm 
文化審議会「著作権分科会報告書第 1章第 3節契約・利用ワーキングチーム」2007 年 1 月 http://w
ww.mext.go.jp/b_menu/shingi/bunka/gijiroku/010/07012909/001/005.htm 
261 岡村久道『著作権法第 3版』民事法研究会 2014 年 p.215 
262 小倉秀夫・金井重彦『著作権法コンメンタール』レクシスネクシス・ジャパン 2013 年 p.974
（小倉秀夫執筆） 


























                             
264 半田正夫・松田政行編『著作権法コンメンタール 2 第 2 版』勁草書房 2015 年 p.776（諏訪野大
執筆） 
265 加藤雅信『新民法体系Ⅰ民法総則（第 2版）』有斐閣 2005 年 p.221 
266 加戸守行『著作権法逐条講義 5訂新版』著作権情報センター 2006 年 p.222-223 



























                             
268 中山信弘『著作権法〔第 2版〕』有斐閣 2014 年 p.281-282 


















                             
270 17 U.S. Code §107 日本語訳は http://www.cric.or.jp/db/world/america.html（山本隆司
訳）を参照。 
271 Neil Weinstock Netanel “Making Sense of Fair Use” 15 Lewis & Clark L. Rev. 715 (201
1). 邦訳は Neil Weinstock Netanel（石新智規・井上乾介・山本夕子訳）「フェアユースを理解す
る（1）（2・完）」知的財産法政策学研究 Vol.43 2013 年 p.1-44、同 Vol.44 2014 年 p.141-182 





Copyright Law in a Nutshell (St. Paul, MN: Thomson/West, 2008) p.298）。 
273 村井麻衣子「フェア・ユースにおける市場の失敗理論と変容的利用の理論（１）―日本著作権法
の制限規定に対する示唆―」知的財産法政策学研究 Vol.45 2014 年 p.113 
274 当初の理論（Wendy J. Gordon “Fair Use as Market Failure: A Structural and Economic An
alysis of the Betamax Case and its Predecessors” 82 Colum. L. Rev. 1600 (1982)）において
は、フェアユースによって著作権者のインセンティブが損なわれないことにも留意していたが、そ
の後、本文中に述べた形へ修正が試みられている。Wendy J. Gordon, "Market Failure and Intell

























                             























                             
276 最判平成 9年 1月 23 日 D1-Law.com 判例 ID:28033548 
277 前掲 209。また、公立図書館ではないが、国立国会図書館を被告としたものにつき東京地判平成
25 年 8 月 25 日判例集未搭載。国家賠償訴訟と義務付け訴訟が提起されていたが、後に当該資料の
閲覧禁止措置が解除されたため義務付け訴訟の部分について取り下げている（詳細は宍戸常寿「表
現の自由」南野森編『憲法学の世界』日本評論社 p.220-231 参照）。 
278 大阪地判平成 19 年 6 月 8日判例集未搭載 
279 東京地判平成 1年 6月 23 日判時 1319 号 132 頁。控訴審でも同様の求めがなされ、棄却されてい
る。なお、行為の違法性は認められており慰謝料の支払いが命じられている。同様に、当該表現の
違法性を認めながらも図書館への通知書送付の求めが棄却されたものとして東京地判平成 11 年 6 月
22 日判時 1691 号 91 頁。こちらは上級審において図書館に関する求めは行われていない。 
280 日本図書館協会図書館の自由委員会編(2008) 前掲 170 p.86-91（「秋田県の地域雑誌『KEN』提
供禁止要求」）など。 












る」283とされるものが抗告訴訟である。行政事件訴訟法（昭和 37 年法律第 139 号）は、抗告訴訟を、














                             
282 原田尚彦『行政法要論 全訂第七版［補訂二版］』学陽書房 2012 年 p.352 

























                             
285 成田頼明 監修『指定管理者のすべて 制度詳解と実務の手引 [改訂版]』第一法規 2009 年
（Kindle 版 2014 年 ロケーション 1911/5219） 
286 同上 
287 原田 前掲 282 p.294 
288 宇賀克也『行政法概説Ⅱ 行政救済法【第 5版】』有斐閣 2015 年 p.140 
289 最判昭和 39 年 10 月 29 日民集 18 巻 8 号 1809 頁 
290 これらの議論を整理、考察するものとして髙木英行「処分性の要件に関する一考察」東洋法学 6
























権法 31 条 1 項 1 号を、「公共の利益の観点から図書館における一定の範囲での著作物の複製が著作
権の侵害に当たらないことを認めたものにすぎ」ないとして、「国公立の図書館に優越的な地位に基
                             
いるが、本論文では一般的理解に基づき検討する。 
291 櫻井敬子・橋本博之『行政法［第 5版］』弘文堂 2016 年 p.268-269 
292 たとえば最判平成 6年 4月 19 日判時 1513 号 94 頁 
293 櫻井・橋本 前掲 291 p.269、p.270-271 






















244 条の 2第 1項にみるべきであろう295。そのうえで、同法上、公の施設を利用する権利に関しては、
審査請求が認められている（244 条の 4）ように、立法によって処分性の有無についての問題が解決
されている。 
 図書館が図書館奉仕として行う行為を例示列挙している図書館法 3 条は、図書館を主体として規
定されているものであるが、ここに挙げられるサービスは、住民等の立場からは公の施設の利用にか
かるものとして捉えるべきであり、この点において、図書館サービスの享受というかたちでの公立図
                             
























                             
296 櫻井・橋本 前掲 291 p.280 など。 
297 最判平成 1年 2月 17 日民集 43 巻 2 号 56 頁 
298 最判昭和 53 年 3 月 14 日民集 32 巻 2 号 211 頁 
299 最判昭和 60 年 12 月 17 日判時 1179 号 56 頁 


























                             
301 最判昭和 36 年 4 月 21 日民集 15 巻 4 号 850 頁 
302 たとえば、集会のための皇居外苑の使用申請に対する不許可処分の取消訴訟において、集会日当
日を経過したことで訴えの利益を失ったものとして最判昭和 28 年 12 月 23 日民集 7巻 13 号 1561 頁
がある。 
303 最判昭和 57 年 9 月 9日民集 36 巻 9 号 1679 頁 
304 最判昭和 55 年 11 月 25 日民集 34 巻 6 号 781 頁 
305 原田 前掲 282 p.401 



























                             
307 山本順一「船橋市立図書館蔵書廃棄事件 最高裁差戻し判決の意義」早稲田法学 81 巻 3 号 2006
年 p.68 



























                             




























チに相違があるとして区別の意義を認めるものもある（原田 前掲 282 p.152-153）が、裁量権の逸
脱濫用についての判断過程審査も、「結局のところ、当該処分の妥当性についての実体的判断に、少
なくともかなりの部分、近づいたものとならざるを得ない」（藤田宙靖「自由裁量論の諸相 : 裁量
処分の司法審査を巡って」日本學士院紀要 70 巻 1 号 2016 年 p.74）。本論文は、覊束裁量と自由裁
量を質的には区別しない（裁量の広狭の問題と捉える）立場を採る。 
312 南博方・高橋滋・市村陽典・山本隆司編『条解 行政事件訴訟法〔第４版〕』弘文堂 2014 年 p.6
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314 考慮要素審査について、考慮不尽・他事考慮のみを審査する方法を形式的考慮要素審査、考慮事
項の評価をも審査する方法を実質的考慮要素審査として区別する場合もある。これらの類型に基づ
き判断過程審査を考察するものとして村上裕章「判断過程審査の現状と課題」法律時報 85 巻 2 号 2
013 年 p.13。また、特定の考慮事項を抽出せず、多様な事項を総合的に考慮する中での均衡のみに
よって判断するかたちでの実質的考慮要素審査を行ったと評価されるものとして最判平成 18 年 2 月
7日民集 60 巻 2 号 401 頁（山本隆司「日本における裁量論の変容」判例時報 1933 号 2006 年 p.1
6、豊島明子「行政立法の裁量統制手法の展開：老齢加算廃止訴訟・福岡事件最高裁判決を念頭に」
法律時報 85 巻 2 号 2013 年 p.34 および注 12 参照）。 
315 櫻井・橋本 前掲 291 p.120 
316 信仰上の理由により剣道の履修を拒否した結果なされた原級留置処分及び退学処分が争われた事
例（最判平成 8年 3月 8日民集 50 巻 3 号 469 頁）につき、信仰の自由を考慮する必要があったため
に実質的考慮要素審査がなされた可能性を指摘するものに村上 前掲 314 p.10-16。ただし、同様の
場合であっても「常に実質的考慮要素審査が行われているわけではないように思われる」ともして
いる。また、受刑者による信書の発信の不許可処分につき争われた事例（最判平成 18 年 3 月 23 日
判時 1929 巻 37 頁）では、考慮要素の抽出において、表現の自由を定めた憲法 21 条の趣旨・目的が
踏まえられている。 



























                             
318 山本 前掲 307 は、「図書館利用者との緊張関係を一応切断した形で、特定の図書館資料の閲覧を
認めるかどうかは図書館側の（自由）裁量の範囲内にあるとした。」と評価している。 


















































































国家賠償法 1 条 1 項は、「国又は公共団体の公権力の行使に当る公務員が、その職務を行うについ
                             
320 松井 前掲 19 p.141 も同様の見解を述べている。 























                             
322 たとえば、公立学校の教育活動について最判昭和 62 年 2 月 6日判時 1232 号 100 頁。 
323 福岡地小倉支判平成 5 年 1 月 28 日 D1-Law.com 判例 ID:27827601 




326 潮見佳男『不法行為法Ⅱ〔第 2版〕』信山社 2011 年 p.99 






















                             
328 最判平成 5年 3月 11 日民集 47 巻 4 号 2863 頁 
329 潮見 前掲 326 p.103 
330 潮見佳男『不法行為法Ⅰ〔第 2版〕』信山社 2011 年 p.268-274、近江幸治『民法講義Ⅵ 事務管
理・不当利得・不法行為〔第 2 版〕』成文堂 2006 年 p.110 など。過失を客観的に判断するものと
評価される注意義務違反を、元来客観的要件である違法性の問題とすることについて、過失と違法
性の区別につき議論が存在するが（不法行為法から近江 p.128-132、国家賠償法から塩野宏『行政
法Ⅱ 行政救済法 [第 5 版補訂版]』有斐閣 2013 年 p.314-325 など）、本論文では触れない。 
331 近江 前掲 330 p.113-119 
332 潮見 前掲 330 p.297 
333 松本 前掲 26 p.583 
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